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はじめに 

 

１ 道政を取り巻く現状と課題 

 

（１）これまでの行財政改革の取組 

道では平成１８年２月に策定した「新たな行財政改革の取組み」に基づき、簡素で、効率的、機動的な

「コンパクトな道庁」の構築などを進める「行政改革」と赤字再建団体への転落を回避し、聖域なき歳出

削減と歳入確保を図る「財政立て直し」とを柱とする行財政改革を、全庁一丸となって強力に進めてきま

した。 

具体的には行政改革として、職員数の適正化や類似業務の一元化などによる組織機構の見直し、札幌医

科大学等の地方独立行政法人化に加え、指定管理者制度の導入や市場化テストの実施による民間開放など

を行った結果、職員数は７割程度となったほか、財政立て直しとして歳入・歳出両面にわたる徹底した見

直しを進めた結果、財政状況も財政健全化法で定める財政健全化団体となる基準を超えない見通しとなり

コンパクトな道庁の構築や赤字再建団体への転落回避といった所期の目的については、概ね達成されたと

考えています。 

しかしながら、道財政は、着実な改善が図られてきたものの、平成２８年度以降も収支不足が生じる見

通しにあり、また、他都府県との比較においても厳しい状況にあります。 

 

・職員数（H27.4.1、知事部局） 基準日(H17.4.1)から30％の減尐 

・収支不足額（H27年度、一般財源ﾍﾞｰｽ） ピーク(H18年度)の３分の１まで縮小 

・道債残高（H26年度決算） 目標である※５兆円を下回る 

※ 減収補塡債（H19～21、H23：439 億円）、補正予算債（H20～26：1,590 億円）及び臨時財政対策債の増発分（H21～27：8,135 億円）

を除く額 

・実質公債費比率（将来推計） 健全化団体の基準である25％は超えない見通し＜H27年度：20.8％＞ 

 

（２）人口減尐・高齢化の進行 

北海道の人口は全国を上回るペースで減尐が続いています。このため、道は人口減尐の緩和に向けた取

組とともに、一方で、人口減尐下における課題への対応も同時に進める必要があります。 

 

・人口のピーク 全国：H20年⇔北海道： H９年（全国に比べ10年以上早い） 

・合計特殊出生率（H26年） 全国平均：1.42⇔北海道：1.27 

・生産年齢人口の割合(H26.10.1) 全国：61.3％⇔北海道：60.4％ 

・年尐人口の割合（H26.10.1） 全国：12.8％⇔北海道：11.5％ 

 

２ 今後の行財政運営の方向性 

 

（１）新しい総合計画の策定と着実な推進 

道では、人口減尐問題や強靭な北海道づくりなど、喫緊の課題に対応すべく、すべての道民が、今後の

めざす姿と進むべき道筋を共有し、その実現に向けて連携、協力し取り組んでいくための指針として、平

成２８年度を起点とする「新しい総合計画」を策定します。 

新しい総合計画のもと、人口減尐・高齢化の急速な進行といった『地域の存亡に関わる危機』を乗り越

え、将来にわたって安全で安心して心豊かに住み続けることができる活力ある地域社会、『輝きつづける北

海道』の形成を着実に進めていきます。 
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（２）これまでの改革成果の持続と限られた行財政資源の最大限の活用 

前述のとおり、収支不足の発生が見込まれる財政状況のなか、「コンパクトな道庁」の構築等を進めてき

たこれまでの改革の取組成果を持続させ、財政規律を堅持しつつ、人口減尐などの道政課題に的確に対応

していく必要があります。 

このため、職員一人ひとりがコスト意識やスピード感を持ち、限られた行財政資源を最大限に活用し、

道庁の総合力を発揮しつつ、行政サービスの質の維持向上を図っていくことが求められます。 

 

（３）方針の策定 

こうした状況を踏まえ、今後の行財政運営に関する新たな方針を策定し、これまでの改革の取組成果を

持続させつつ、①行政サービスの質の維持向上に取り組むとともに、②道政上の課題への対応と規律ある

財政運営との両立を図っていきます。 

 

３ 推進期間 

 

平成２８年度を起点に平成３２年度までの５年間における方針とします。 

 

第１ 行政改革の取組 

 

１ 業務改革（質の行政改革）の必要性と考え方 

 

これまでの改革により達成した現行の組織人員体制を基本とする限られた行財政資源のもとで、道政がか

つて経験したことのない社会経済情勢の変化に対応し、質の高い行政サービスを提供していくには、前例に

とらわれないという意識のもと、より効果的、効率的で質の高い業務の遂行が求められます。 

具体的には、職員一人ひとりが、自身が担う業務のあり方を常に問いかけ、知恵と工夫に基づき、業務の

不断の改善・見直しを続けるという高い業務意識を醸成するとともに、施策や事務事業のほか組織体制など

業務全般においてスクラップ・アンド・ビルドによる見直しを徹底するほか、関連する施策について関係部

局が相互連携して取り組むなど、業務そのものの質の向上を図っていくことが必要です。 

さらに、業務のより一層の効率化や質の高い行政サービスを提供するという観点では、ＩＣＴや民間ノウ

ハウの活用、民間等との連携・協力を推進するとともに、道が保有する資産等の有効活用を進めることが重

要です。 

また、国では、平成２７年６月３０日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０１５」（以下

「骨太方針2015」という。）を踏まえ、８月に全国の地方自治体の長及び議会議長に対し「地方行政サービス

改革の推進に関する留意事項」を示し、積極的に業務改革に努めるよう助言するとともに、国（総務省）が

各地方自治体の取組を比較可能な形で公表し、取組状況を「見える化」することとしており、こうした国の

動向にも留意する必要があります。 

 

２ 業務改革の進め方 

 

（１）２つの視点 

こうした業務改革は、次の２つの視点のもと、具体的な取組を「推進事項」として位置づけ、進めてい

くこととします。 

なお、それぞれの推進事項は、道として新たに取り組むべき事項のほか、これまで道が進めてきた改革

の取組についても、その取組状況について政策評価を通じた点検等を行い、今後、取組を見直すべき事項、

更に推進すべき事項といった観点から選定したものです。 
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＜２つの視点＞ 

『政策推進のための業務改革』と『社会の変化に対応した業務改革』 

 

（２）３つの区分 

また、推進事項は、それぞれの相互関連を考慮し、取組のねらいや取組手法に着目して、次の３つに区

分したところであり、この区分により一体的な推進を図ります。 

 

＜３つの区分＞ 

◆ＰＤＣＡサイクルの抜本的強化に向けた業務改革  

社会情勢の変化に対応し、道の施策や事務事業が常に効果的、効率的に執行されるよう、スクラップ・

アンド・ビルドの徹底、行財政資源配分の最適化、関連施策の相互連携に繋がるＰＤＣＡサイクルの強

化に向けた業務改革。 

 

◆民間ノウハウやＩＣＴの利活用等による業務改革  

職員一人ひとりの改革、改善意識の醸成を促すとともに、ＩＣＴや民間事業者によるサービスが日々

進化する中、業務の標準化、効率化を進めるほか、引き続き質の高い道民サービスを提供するため、道

の業務に対し民間ノウハウ等の活用を図ることによる業務改革。 

 

◆行政コスト・ストックの情報公開と最適化に向けた業務改革  

統一的な基準による地方公会計制度の導入に基づく財務情報の公開に取り組むとともに、こうしたコ

ストとストック両面からの情報をもとに、公共施設等の集約や適切な管理、事務事業の取捨選択、公営

企業等の経営健全化、債権管理の適正化に繋げる業務改革。 

 

３ 推進事項 

 

項   目 推  進  事  項 具体的な取組方策 

ＰＤＣＡサイクルの抜本的強化に向けた業務改革 

 1.計画の策定と

着実な推進 

（Plan-Do） 

①新しい総合計画における適切な目標指標と新た

な政策体系の構築 

・総合計画（H28～H37） 

【策定】 

 ②重点戦略計画などと総合計画との一体的な推進 

2.計画や業務の

推進状況の評

価と反映 

（Check 

-Action） 

①総合計画における政策体系や推進手法に即した

評価の実施 

・目標管理型行政運営システム実施要

綱 

【見直し】 

・政策評価基本・実施方針 

【見直し】 

・政策評価制度の見直しの方向性 

【策定】 

 

②目標指標や統一的な基準による地方公会計によ

るコスト情報を活用した具体的な根拠に基づく

評価の実施についての検討 

③政策の実現に向け、施策や事務事業における不

断の見直しの徹底と関連施策の相互連携の推進 

④スクラップ・アンド・ビルドの徹底による現行の

組織規模をベースとした組織機構の見直し 

⑤評価事務の改善に向けた重点化、効率化の推進 
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項   目 推  進  事  項 具体的な取組方策 

民間ノウハウやＩＣＴの利活用等による業務改革 

 3.民間ノウハウ

の活用の推進 

 

①民間から事業企画や協力・支援に関する提案の

募集や民間との協働による政策企画・事業化の

推進 

・北海道と民間企業等との協働に関す

る提案募集事業実施要領 

【推進】 

②道業務への民間ノウハウの活用の推進 ・道業務への民間ノウハウ活用指針 

【策定】 
③既民間開放業務について、政策評価を通じた点

検の実施 

4.ＩＣＴの利活

用の推進 

①情報セキュリティの確保に向けた取組の推進 ・情報セキュリティ基本方針 

【見直し】 

②情報システムの最適化に向けた取組の推進 ・情報システム全体最適化の取組方針 

【推進】 

③行政情報のオープンデータ化と民間等による利

活用の促進 

・オープンデータ推進に関するガイド

ライン 

【推進】 

④道内自治体クラウドの拡大に向けた取組の推進 ・北海道電子自治体プラットフォーム

構想（ＨＡＲＰ構想） 

【推進】 

⑤ＩＣＴを活用した業務の効率化と情報共有の推

進 

・ＩＣＴ活用に関する庁内検討チーム 

【新規】 

5.業務の進め方

の見直し 

①職員からの業務改善提案制度の構築 ・業務の改善に係る職員提案募集要綱 

【策定】 

②業務改善運動の推進による改革意識の醸成 ・事務改善に関するガイドライン 

【見直し】 

・第３期道の事務・事業に関する実行

計画 

【見直し】 

③常設の必要がない委員会等の廃止や非常設化の

徹底 

・附属機関等の設置及び運営に関する

基準について 

【見直し】 

④本部員会議等の廃止・統合の徹底 ・政策検討会議開催要綱 

【推進】 

・庁議開催要綱 

【推進】 
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項   目 推  進  事  項 具体的な取組方策 

行政コスト・ストックの情報公開と最適化に向けた業務改革 

 6.新たな地方公

会計の整備促

進 

①平成２９年度までに統一的な基準による地方

公会計を整備し、固定資産台帳を含む財務書類

の公開と予算編成等への活用の検討 

・統一的な基準による地方公会計の導

入に関するプロジェクトチーム 

【推進】 

・固定資産台帳整備ワーキンググルー

プ 

【推進】 

7.公共・公用施設

の適切な管理 

①ストックマネジメント（長寿命化、既存施設の

活用など）やコスト縮減、未利用・低利用資産

の有効活用に向けた取組の徹底 

・北海道インフラ長寿命化計画 

【推進】 

・北海道ファシリティマネジメント推

進方針【策定】 

8.公営企業等の

経営基盤の強

化 

①下水道事業について、平成３２年度から公営企

業会計へ移行 

・公共下水道条例 

【見直し】 

・流域下水道条例 

【見直し】 

②病院事業について、安定的で自律可能な経営体

制の確立に向けた経営全般の見直しの実施 

・新・北海道病院事業改革プラン 

【見直し】 

③土地開発公社について、経営健全化を推進 ・北海道土地開発公社の事業運営及び

長期保有地処分の方策 

【推進】 

④住宅供給公社について、経営健全化を推進 ・北海道住宅供給公社事業計画 

【推進】（必要に応じ見直し） 

⑤工業用水道事業について、未処理欠損金の低減

に向けた取組を推進 

・工業用水道事業経営健全化計画 

【推進】 

9.債権管理の適

正化 

①収入未済金に係る債権の管理事務の点検結果

及び北海道監査委員による行政監査報告を踏

まえて、債権管理の適正化を徹底 

・関連する債権管理マニュアル 

【見直し】 

・収入確保の取組に関する検討チーム 

【推進】 

※「具体的な推進方策」欄で、【策定】とした計画等の名称は仮称。 

 

４ 推進管理 

 

各推進事項について、年度ごとの具体的な取組などを『業務改革工程表』に示し、計画的に取り組むとと

もに、毎年度の取組内容・実績を把握し、公表します。 

また、業務改革工程表は、前年度の実績等を踏まえ毎年度、ローリングするほか、推進事項についても、

政策評価等を通じた点検等により、適宜、見直しを行い、効果的かつ効率的な推進を図っていきます。 

（業務改革工程表は、本書１５ページ以降に記載しています。） 
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第２ 財政健全化に向けた取組 

 

１ 道財政の現状 

 

道財政は、過去の大規模な景気対策時に発行した道債の償還費や高齢化の進展等に伴う社会保障関係経費

などの義務的経費が増加する一方で、道税や地方交付税が縮減するという構造的な歳入・歳出ギャップが生

じる未曾有の危機的な状況に陥り、平成１８年２月に策定した「新たな行財政改革の取組み」に基づいて、

歳入・歳出全般にわたる徹底した行財政改革に取り組んできました。 

その結果、目前に迫っていた赤字再建団体への転落を回避するとともに、収支不足額はピーク時である

１８年度２，１５０億円から３分の１（２７年度７１０億円）まで縮小し、道債残高は目標としていた２６

年度末の概ね５兆円を下回るなど着実に改善が図られました。 

しかしながら、２８年度以降も引き続き、収支不足が生じる見通しにあることに加え、赤字再建団体への

転落を回避するため、収支対策として行ってきた減債基金への積立留保額が巨額（２７年度末２，５００億

円超）にのぼることや特定目的基金の繰替運用（７基金３４８億円）を実施していることなど、道財政はな

お厳しい状況にあります。 

 

２ 健全化に向けた取組の必要性 

 

国においては、長期にわたり財政赤字が続き、債務残高も更なる累積が見込まれるなど、厳しい財政状況

にあるため、骨太方針2015の中で「経済・財政再生計画」を定め、経済再生とともに歳出の見直しなど財政

健全化に取り組むこととしています。 

この経済・財政再生計画では、地方においても、国の取組と基調を合わせ徹底した歳出の抑制や債務の圧 

縮に取り組むことが求められており、とりわけ、他府県に比べ財政状況が厳しい本道においては、引き続き、

財政健全化を進めていかなければなりません。 

また、本道は人口減尐問題や高齢化の進行などの課題に直面しており、こうした課題に取り組んでいくた 

めには、安定的で持続的な財政基盤の確立が不可欠です。 

このため、今後とも道財政の健全化に向け、これまで取り組んできた行財政改革の成果を持続しながら、

人口減尐などの道政上の課題に対する取組と財政規律との両立を図る必要があります。 

 

３ 今後の財政運営の基本方針 

 

道財政の現状及び取組の必要性を踏まえ、次の３つの基本方針に基づき、今後５年間において財政の健全

化に向けた取組を進めます。 

 

（１） 基本方針 

◆厳しい財政状況を踏まえた歳出の削減・効率化の推進  

現下の財政状況を踏まえ、地域経済の状況や道内の雇用情勢等に配慮しながら、施策・事務事業の取捨

選択やスクラップ・アンド・ビルド、費用対効果の検証を徹底するとともに、施策間連携・横断的な事業

の推進などにより、歳出の削減・効率化に取り組みます。 

◆道税・交付税など歳入の確保の推進  

 人口減尐問題など道政上の課題への対応や将来にわたり北海道の発展に不可欠な施策を着実に展開し

ていくため、安定的で持続的な財政基盤の確立に向けて、道税や交付税などの歳入確保に取り組みます。 

◆財政課題の改善に向けた取組の推進  

 予算の効果的・効率的な執行や徹底した経費の節減を図ることにより、これまで取組が遅れていた減債

基金への積立て（積戻し）や財政調整基金の確保、特定目的基金の繰替運用等の解消などの財政課題の改
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善に向けて取り組みます。 

 

（２） 今後５年間の主な取組内容 

区  分 内   容 

 

歳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 

人 件 費 ○スクラップ・アンド・ビルドの徹底による現行の組織規模を基本とした機動的な 

執行体制の構築 

○職員の士気や新規採用における優秀な人材の確保に配慮した取組の推進 

投 資 的 経 費 ○限られた財源の中で効果的な整備と適切な維持管理の推進 

その際、以下の点に留意 

・厳しい地域経済の状況や道内の雇用情勢に配慮 

・老朽化した施設・設備の適切な維持管理・更新による耐震改修や施設等の 

長寿命化など、緊急性の高いものや計画的改修等に配慮 

道 債 償 還 費 ○新規道債発行の抑制等による圧縮 

○年間を通じた執行残等の財源を活用した減債基金への積立て（積戻し） 

義 務 的 経 費 ○「北海道医療費適正化計画」に基づく適正化の取組の推進 

そ の 他 歳 出 ○これまでの取組実績を踏まえた事業の厳しい取捨選択や施策間連携・横断的事業の

推進などによる歳出の削減・効率化 

○年間を通じた執行残等の財源を活用した財政調整基金への積立て 

歳 

 

 

入 

道 税 ・ 

交 付 税 等 

○道税及び使用料、貸付金などの未収金の徴収強化 

○一般財源総額の安定的な確保に向けた取組（制度改正要望等） 

そ の 他 歳 入 ○サービス提供原価に見合った使用料・手数料等の見直し 

○遊休資産等の活用（売却の促進や有効活用（定期借地権の設定等）など） 

 

４ 今後の収支対策 

 

  平成２８年度～２９年度においては、当面５００億円程度の収支不足が生じる見通しにあることから、上記

取組に加え、行政改革推進債や退職手当債を発行するなど可能な限り財政的調整を行った上で、なお不足する

額について、歳出削減等を含めた収支対策に取り組みます。 

平成３０年度以降は、財政的調整による収支対策を基本としつつ、国民健康保険制度改革など今後予定さ

れている国の制度改正や地方財政対策などの状況を踏まえ、改めて収支見通しの精査を行い、必要な対策の

検討を行うこととします。 

 

（１）平成２８年度～２９年度における収支対策の内容 

区   分 内   容  

財 政 的 調 整 

 

行政改革推進債 ○行革効果の範囲内において２７年度規模で発行 

退 職 手 当 債 ○発行可能額の範囲内において発行 

歳 出 削 減 等 

 

 

 

 

人 件 費 

 

 

 

 

○給与の縮減（H28～29） 

・一般職（管理職員）            ・特別職 

 

 

 

区   分 給 料 管理職手当  区 分 給 料  

 課長相当職以上 ▲ ７％ ▲１０％ 知  事 ▲２５％ 

主 幹 相 当 職 ▲ ３％ ▲ ８％ 副 知 事 ▲２０％ 

 教 育 長 ▲１５％  

そ の 他 ▲１０％ 
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区   分 内   容  

歳 出 削 減 等 投 資 的 経 費 

 

 

 

 

 

 

 

○内 訳 

 

 

 

 

 

 

区  分 内容（一般財源ベース）  

 

 

 

 

 

公 共 事 業 費 

 

補 助 事 業 費 前年度対比▲４％程度 

国直轄事業負担金 ２７年度規模継続 

投 資 的 

事 業 費 

 

特 別 対 策 事 業 費  

２７年度規模継続 

 

公共関連単独事業費 

施設等建設工事費 

  ※施設等建設工事：老朽化した施設・設備の適切な維持管理・更新に 

 よる耐震改修や施設等の長寿命化など、緊急性の高いものや計画的 

改修等に配慮 

そ の 他 歳 出 

 

○これまでの取組実績を踏まえた事業の厳しい取捨選択や施策間連携・横

断的事業の推進などによる歳出の削減・効率化 

歳 入 確 保 

 

○道税・交付税の確保努力、使用料・手数料等の見直し、遊休資産等の 

活用（売却や貸付、定期借地権の設定など） 

 

（２）収支対策を踏まえた今後の収支見通し       

 

 

 

（ ）[一般財源ベース] 単位 億円

区 分 H29 摘 要
H28見込 H28当初 増減

b b-a 主な内容(H27.11 )時点 a

県費負担教職員費の減 等人 件 費 5,480 5,480 0 4,820 (移譲)

歳 投 資 的 経 費 570 590 20 560耐震改修補助費増等

金利減等 臨財債1,170億円、利率1.6%道 債 償 還 費 4,080 4,020 ▲ 60 4,080

義 務 的 経 費 5,890 6,100 210 6,390

診療報酬改定減等 医療費増等（年100億円）保健福祉関係 3,150 3,120 ▲ 30 3,220

地方消費税清算金増等 地方消費税清算金増等そ の 他 2,740 2,980 240 3,170

出 そ の 他 歳 出 1,520 1,520 0 1,500

計 Ａ 17,540 17,710 170 17,350

臨時財政対策債減等 県費負担教職員費の減連動等歳 道税・交付税等 14,540 14,470 ▲ 70 14,110

地方消費税清算金増等 地方消費税清算金増等そ の 他 歳 入 2,490 2,660 170 2,740

入 計 Ｂ 17,030 17,130 100 16,850

▲ 510 ▲ 580 ▲ 70 ▲ 500
収 支 不 足 額
（ Ｂ － Ａ ） Ｃ

240財政的 行政改革推進債 240 240 0

収 90 算定方法の見直しに伴う減調 整 退職手当債 120 120 0

支 20歳出 人 件 費 20 20 0

対 10削減 投資的経費 10 10 0

策 20等 その他歳出 20 20 0

Ｄ 30 財産収入（土地売払）等歳入確保等 20 20 0

基 金 取 崩 40 40 0 財政調整基金 20 財政調整基金

▲ 40 ▲ 110 ▲ 70 ▲ 70
要 調 整 額
（ Ｃ ＋ Ｄ ） Ｅ

更なる歳入確保の取組 30 30 特別会計繰入金等追 加

Ｈ ２ ７ 財 源 の 活 用 80 80 財政調整基金取崩対策Ｆ

0
追 加 対 策 後 要 調 整 額
（ Ｅ ＋ Ｆ ） Ｇ

※各年度の歳出削減等（投資的経費及びその他歳出）の効果は翌年度の歳出に反映。
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５ 財政健全化に向けた目標 

 

  今後の道財政の着実な健全化を進めるため、次の目標を設定します。 

 

（１）収支均衡の財政運営 

 これまで、歳入・歳出全般にわたる徹底した行財政改革に取り組んできたことにより、収支不足額は着

実に縮小しています。安定的で持続的な財政基盤を確立するため、引き続き、計画期間において歳出削減

や歳入確保などに取り組み、平成３３年度において収支均衡の財政運営を目指します。 

 

（２）実質公債費比率の改善 

   実質公債費比率は、過去の景気対策時において多額の道債を発行したことにより、今後は道債償還費が

高止まって推移する傾向にあることに加え、２，５００億円を超える減債基金の積立留保額などの影響も

重なり、全国の都道府県の中で最も高く、今後も高い水準で推移していくことが見込まれます。 

このため、新規道債発行の抑制やこれまで多額の積立を留保してきた減債基金について、年間を通じた

執行残等の財源などを活用しながら積立て（積戻し）を行い、計画期間中は、平成２７年度の水準を上回

らないよう、比率の改善に取り組みます。また、中長期的には地方債の許可団体の基準である「１８％」

未満を目指します。 

 

６ 財政課題の改善に向けた中長期的な取組 

   

今後の道財政の運営にあたっては、収支不足の解消や実質公債費比率の改善のほか、中長期的に解消を図 

るべき財政課題もあることから、その課題解決に向け取り組みます。 

 

（１）財政調整基金の確保 

   財政調整基金は、災害時や緊急に実施することが必要な事業への対応など予期しない歳出の増加や経済

事情の変動等による大幅な歳入の減尐に備え、長期的視野に立った計画的な財政運営を行うため、一定程

度の積立てが必要となりますが、道では、これまでの厳しい財政状況による取崩しを行ってきたことによ

り、ほぼ枯渇した状態が続いています。このため、後年度予算の財源確保として年間を通じた執行残等の

財源などを活用しながら、積立てに努めます。また、将来的には、地方公共団体財政健全化法に定める実

質赤字比率の早期健全化基準である標準財政規模の３．７５％相当額（概ね５００億円程度）の積立てを

目指します。 

 

（２）特定目的基金の運用等の見直し 

   特定目的基金の繰替運用等については、収支対策の一環として導入した措置ですが、収支不足が改善傾

向にあることや、また、地方財政の健全化及び地方債制度の見直しに関する研究会報告書の提言内容やこ

れに伴う地方公共団体財政健全化法の改正等を踏まえ、順次終了していく必要があります。 

現在、７基金３４８億円において繰替運用を行っているところですが、基金の設置目的や事業の必要性

等を踏まえ、その運用の解消に努めます。 

なお、これらの基金は、果実運用型基金として設置されましたが、低金利情勢が続いている現状におい

ては、設置当時に比べ、運用益が極めて尐額で非効率となっている状況に鑑み、基金存続の必要性も含め

た検討を早期に行います。 
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７ 推進管理 

 

  「道財政の収支見通し」は、今後の国の地方財政対策や様々な情勢変化も踏まえ、毎年度、ローリングを

行い、必要に応じて対策の見直しや追加等の検討を行うこととします。 
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（参考資料１）道財政の中期展望（一般財源ベース） 

                                   （単位 億円） 

区   分 H 2 8  H 2 9  H 3 0  H 3 1  H 3 2  H 3 3  H 3 4  H 3 5  H 3 6  H 3 7  

 

歳 

  

 

 

 

出 

 

人 件 費 5,480 4,820 4,760 4,760 4,680 4,590 4,520 4,520 4,480 4,390 

投 資 的 経 費 590 560 540 530 520 520 520 520 520 520 

道 債 償 還 費 4,020 4,080 3,990 4,000 3,900 3,860 3,880 3,870 3,920 3,980 

義 務 的 経 費 6,100 6,390 6,860 6,970 7,040 7,140 7,240 7,350 7,430 7,530 

 

 

保健福祉 関係 3,120 3,220 3,290 3,390 3,490 3,590 3,690 3,790 3,890 3,990 

そ の 他 2,980 3,170 3,570 3,580 3,550 3,550 3,550 3,560 3,540 3,540 

そ の 他 歳 出 1,520 1,500 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 

  計 Ａ  17,710 17,350 17,630 17,740 17,620 17,590 17,640 17,740 17,830 17,900 

歳 

 

入 

道 税 ・ 交 付 税 等 14,470 14,110 14,230 14,300 14,370 14,450 14,520 14,590 14,670 14,750 

そ の 他 歳 入 2,660 2,740 3,080 3,080 3,080 3,080 3,080 3,080 3,080 3,080 

  計 Ｂ  17,130 16,850 17,310 17,380 17,450 17,530 17,600 17,670 17,750 17,830 

収 支 不 足 額 

（ Ｂ － Ａ ) Ｃ  
▲580 ▲500 ▲320 ▲360 ▲170 ▲60 ▲40 ▲70 ▲80 ▲70 

収 支 

対 策 

Ｄ 

財 政 的 調 整 360 330         

歳 出 削 減 等 100 80         

基 金 取 崩  120 20         

要 調 整 額 

（ Ｃ ＋ Ｄ ）  
0 ▲70         

※各年度の歳出削減等（投資的経費及びその他歳出）の効果は翌年度の歳出に反映。 

※財政健全化目標（収支均衡の財政運営）：歳出削減や歳入確保などに取り組み、平成３３年度において収支均衡の 

財政運営を目指す。 

 

（Ｈ２９以降の試算の前提条件） 

区   分 主  な  内  容 

 

 

歳 

 

 

 

 

 

出 

人  件  費 ・職員数変動等（県費負担教職員給与等の指定都市移譲に係る影響を含む。）、定期昇

給、退職手当等を反映し推計 

投資的経費 ・公共（直轄）は新幹線負担金分の増減、過年度償還分の減のみを反映し推計 

（新幹線負担金分には、一定条件設定のもと新函館北斗-札幌間の負担額を反映） 

・他の要素は前年度（収支対策反映後）と同額 

道債償還費 

 

・利率は1.６％（10年債）で推計 

・臨時財政対策債はH29以降も年1,170億円の発行が続くものとして推計 

義務的経費 

 

 

・保健福祉関係義務費は高齢化の進展等による医療費の増等を踏まえ、年100億円増で推計 

・その他義務費は、消費税増税に伴う地方消費税清算金支出等の増、共済住宅資金年賦

金の減、知事・道議会議員選挙費の増減を反映し推計 

その他歳出 ・前年度（収支対策反映後）と同額 

歳 

 

入 

道 税 ・ 

交 付 税 等 

・国の名目経済成長率を参考に道税収入を推計 

・県費負担教職員給与等の指定都市移譲に係る影響を反映 

・H29以降、地方交付税の減額精算の終了を反映し推計 

その他歳入 ・H29において地方交付税の減額精算見合いとして減債基金から繰入するものとして推計 

・消費税増税に伴う地方消費税清算金収入の増を反映し推計 

   ※社会保障の充実に係る経費をH28と同額と見込み、消費税率10％引上げ（H29.4月）に伴う影響を８％影響額から機 

    械的に算出した額を反映し、収支不足額に影響がないものとして推計。 
   ※国の名目経済成長率については、「平成２８年度予算の後年度歳出・歳入への影響試算」（H28.２月財務省）における 

名目経済成長率などを参考。 

H30以降は財政的調整

による収支対策を基本

としつつ、国の制度改

正や地方財政対策など

の状況を踏まえながら

必要な対策を検討   

対策期間 

財政健全化目標 
（収支均衡を目指す） 

計画期間 
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○実質公債費比率の推移

※年　　度：算定年度（前３ヵ年の決算を基に算定）。

※発 行 額：平成28年度は年間見込額、平成29年度以降は「道財政の中期展望」等に基づく。

※発行金利：10年債 1.6％、5年債 1.1％。

※H18は現行の地方公共団体財政健全化法施行前の起債協議等手続きに用いた算定。

※財政健全化目標（実質公債費比率の改善）：計画期間中、平成２７年度水準を上回らないよう実質公債費比率の改善に

　　                                      取り組み、中長期的には地方債の許可団体基準の「１８％」未満を目指す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○道債残高の推移

　　　　　　　　　　臨時財政対策債残高

　　　　　　　　　　その他の道債残高

※道債残高は、H18～H26は決算の数値、H27～はH28当初予算時点での年度末見込みの数値（百億円未満切捨て）。

※臨時財政対策債の残高には借換債分を含む。

19.8 
20.6 

21.7 
22.3 

24.0 24.1 
23.1 

21.7 
21.3 

20.8 20.6 20.5 

21.4 
21.9 

22.3 
21.7 

21.4 
21.1 

21.4 
22.1 

10.0

15.0

20.0

25.0

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

％

18.0

計画期間

5.04 5.00 4.89 4.82 4.70 4.59 4.50 4.37 4.24 4.13 4.01 3.87 3.73 3.63 3.56 3.48 3.41 3.36 3.31 3.20 

0.54 0.59 0.66 0.81 1.03 1.19 1.35 1.49 1.60 1.70 1.78 1.85 1.91 
1.94 1.97 2.02 2.07 2.09 2.13 2.19 

5.58 5.59 5.55 5.63 
5.73 5.78 

5.85 5.86 5.84 5.83 5.79 5.72 5.64 5.57 5.53 5.50 5.48 5.45 5.44 5.39 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

兆円

財政健全化目標

（H27水準を上回らない）
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（参考資料２）道財政の健全化に向けたこれまでの取組 

 
 平成 ９年９月  「財政健全化推進方策」策定 

 平成11年４月  「財政非常事態宣言」 

      〃 11月  「財政の中期試算と今後の対処方針」策定 

 平成13年９月 「道財政の展望」策定 

  平成16年８月 「道財政立て直しプラン」策定 

 平成18年２月 「新たな行財政改革の取組み」策定 

 平成20年２月 「新たな行財政改革の取組み」（改訂版）策定 

  平成24年３月 「『新たな行財政改革の取組み』（改訂版）後半期(H24～26)の取組み」策定 

 平成26年３月 「当面（H26～27）の行財政改革の取組み」策定 

 

区  分 取 組 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳 

 

 

 

 

 

出 

 

 

 

 

 

削 

 

 

 

 

減 

 

 

 

 

人件費

の抑制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員数適正化計画

による職員数削減 

⑩～⑭ 

⑮～㉔ 

⑰～㉖ 

⑰～㉖ 

・知事部局職員の職員数▲５％ 

・知事部局職員の職員数▲15％ 

・知事部局職員の職員数▲35％ 

・教育庁事務局の職員数▲15％ 

 

 

 

 

 

 

 

一 

 

 

 

般 

 

 

 

 

職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給 料 の 縮 減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑮～⑰ 

⑱～⑲ 

⑳～㉓ 

㉔～㉕ 

 

 

 

㉖～㉗ 

 

 

 

㉘～㉙ 

 

・▲1.7％ 

・▲10％ 

・管理職員▲９％、その他の職員▲7.5％ 

・課長相当職以上の管理職員▲９％ 

・主幹相当職の管理職員㉔▲９％、㉕▲8.7％ 

・下記以外の一般職員㉔▲4.8％、㉕▲4.5％ 

・30歳以下の一般職員▲４％ 

・課長相当職以上の管理職員▲８％ 

・主幹相当職の管理職員▲7.4％ 

・下記以外の一般職員▲2.9％ 

・30歳以下の一般職員▲２％ 

・課長相当職以上の管理職員▲７％ 

・主幹相当職の管理職員▲３％ 

管 理 職 手 当 

の 縮 減    

 

 

 

 

 

 

⑪～⑰ 

⑱～⑲ 

⑳～㉓ 

㉔～㉕ 

㉖～㉗ 

 

㉘～㉙ 

 

・▲５％ 

・▲20％ 

・▲20％ 

・▲20％ 

・課長相当職以上の管理職員▲10％ 

・主幹相当職の管理職員▲８％ 

・課長相当職以上の管理職員▲10％ 

・主幹相当職の管理職員▲８％ 

期末・勤勉手当の

縮 減 

 

 

 

 

 

⑪ 

⑫～⑭ 

⑱～⑲ 

 

⑳～㉓ 

㉔～㉕ 

 

・▲５％ 

・管理職手当16％以上の職員▲10％、その他の職員▲7.5％ 

・算出基礎額から役職段階別加算額を除外、特定の管 

理職員は更に支給額を▲５％ 

・算出基礎額から役職段階別加算額の１／３相当額を減額 

・管理職員は算出基礎額から役職段階別加算額の１／３

相当額を減額、一般職員は１／４相当額を減額 

退職手当の支給

水準の引き下げ 

㉕～   
 

・退職手当の調整率（104/100）の段階的引き下げ 

 ㉕98/100  ㉖92/100  ㉗～87/100 
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区    分 取 組 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳 

 

 

 

 

 

 

出 

 

 

 

 

 

 

削 

 

 

 

 

 

 

減 

 

 

 

 

 

人件費

の抑制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特 

 

 

 

別 

 

 

 

職 

 

 

給 料 の 縮 減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 

⑫～⑰ 

⑱～⑲ 

⑳～㉓ 

 

㉔～㉕ 

 

㉖～㉗ 

 

㉘～㉙ 

 

・知事・副知事・出納長▲５％、その他の常勤の特別職▲３％  

・知事・副知事・出納長▲10％、その他の常勤の特別職▲５％ 

・知事▲25％、副知事▲20％、その他の常勤の特別職▲15％ 

・知事▲25％、副知事▲20％、教育長▲15％、 

 その他の常勤の特別職▲10％ 

・知事▲25％、副知事▲20％、教育長▲15％、 

 その他の常勤の特別職▲10％ 

・知事▲25％、副知事▲20％、教育長▲15％、 

 その他の常勤の特別職▲10％ 

・知事▲25％、副知事▲20％、教育長▲15％、 

 その他の常勤の特別職▲10％ 

期末手当の縮減 

 

 

 

 

 

⑪ 

⑫～⑭ 

⑮～⑰ 

⑱～⑲

⑳～㉓ 

 

㉔～㉕ 

 

・知事・副知事・出納長▲10％、その他の常勤の特別職▲８％ 

・知事・副知事・出納長▲20％、その他の常勤の特別職▲15％ 

・知事・副知事・出納長▲15％、その他の常勤の特別職▲10％ 

・知事▲25％、副知事▲20％、その他の常勤の特別職▲18％ 

・知事▲25％、副知事▲20％、教育長▲18％、 

 その他の常勤の特別職▲15％ 

・知事▲25％、副知事▲20％、教育長▲18％、 

 その他の常勤の特別職▲15％ 

退職手当の縮減 

 

 

⑱～⑲

⑳～㉓

㉔ 

・▲10％ 

・▲10％ 

・▲10％ 

退職手当の支給

水準の引き下げ 

㉕～ ・▲15％ 

投資的

事業費

の抑制 

 

 

 

 

 

 

特 別 対 策 事 業 

公共関連単独事業 

 

⑱～⑲ 

⑳～㉕ 

㉖～㉗ 

㉘～㉙ 

 特別対策事業、公共関連単独事業の大幅な削減 

 ⑳は▲９％程度、㉑～㉕は▲７％程度、 

 ㉕規模（一般財源ベース）を継続 

 ㉗規模（一般財源ベース）を継続 

施設等建設工事費 ⑮～  

⑰～⑲ 

⑳～㉕ 

㉖～㉗ 

㉘～㉙ 

 施設整備方針に基づき、施設の改築を耐用年数満了まで延期 

 工事着工、設計着手は原則繰り延べ 

 原則、⑲規模（一般財源ベース）を継続 

 原則、⑲規模（一般財源ベース）を継続 

 原則、㉗規模（一般財源ベース）を継続 

一 般 施 策 事 業 の 見 直 し 等 

 

 

 

 

・政策評価による事業の見直し 

・関与団体の見直し（団体数 ピーク時⑪201→㉗96） 

・奨励的補助金、団体補助金、上置補助金等の縮減 

・指定管理者制度の導入 

・特別会計繰出金の縮減 など 

歳 

 

入 

 

確 

 

保 

道 税 収 入 の 確 保 

 

 

・自動車税に係る積雪軽減措置の廃止及びキャンピングカーの税率区分の創設  

・自動車税（バス・トラック）の減免措置の廃止（⑰～⑲増収額９億円程度） 

・「道税確保対策本部」の設置による個人道民税、自動車税の徴収強化 

使 用 料 ・ 手 数 料 の 見 直 し 

 

・住民間の公平・均衡を図る観点から、フルコスト計算に基づく

原価を踏まえた料金改定を実施（㉘料金増分0.4億円程度） 

財 産 収 入 の 確 保 

 

 

・土地や建物などの遊休資産や株式の売却処分による収入の確保 

・道有資産の有効活用（自動販売機の設置場所の貸付、定期借地権の設定

、庁舎等への広告掲載、ネーミングライツなど） 

 

 



 

 

 

-
 
1
5 

- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『 業 務 改 革 工 程 表 』 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

-
 
1
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- 

項   目 具体的な取組方策 年 度 計 画 

 推  進  事  項 （これまでの取組） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

ＰＤＣＡサイクルの抜本的強化に向けた業務改革      

 1.計画の策定と着実な推進（Plan-Do） 

 ①新しい総合計画における

適切な目標指標と新たな

政策体系の構築 

・総合計画（H28～H37） 

【策定】 

◆取組実績 

・H27 総合計画の策定 

3の「分野」、21の「政策の柱」、 

53の「政策の方向性」、73の「指標」 

○全庁横断的な推進体制

の整備 

    

②重点戦略計画などと総合

計画との一体的な推進 

○政策評価を通じた計画

の一体的推進 

    

 

  



 

 

 

-
 
1
7 

- 

項   目 具体的な取組方策 年 度 計 画 

 推  進  事  項 （これまでの取組） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

ＰＤＣＡサイクルの抜本的強化に向けた業務改革      

 2.計画や業務の推進状況の評価と反映（Check-Action） 

 ①総合計画における政策体

系や推進手法に即した評

価の実施 

・目標管理型行政運営システム実施要綱 
【見直し】 

◆取組実績 
・H20～ 各施策の達成状況を客観的に評価するため

総合計画や知事公約、特定分野別計画等を踏
まえた政策推進体系に沿って業務目標や成果
指標を設定 

・H27 実施要綱の改正 
・政策評価基本・実施方針 
【見直し】 

◆取組実績 
・H14～ 政策評価条例の基本理念である政策の合理

的な選択と質の向上を図り、限りある財源、
人員等を効果的に配分する観点から政策評
価を実施し、評価結果を予算や組織編成に反
映 

・H27  H28から推進する新しい総合計画の策定に合
わせ、「政策評価の見直し」を検討 

・政策評価制度の見直しの方向性 
【策定】 

◆取組実績 
    ・H27 見直しの方向性の策定 

＜運用の見直し＞ 
ア 目標・指標など具体的な根拠に基づく評価 
イ 「新しい総合計画」や「重点戦略計画」等の一
体的な評価 

ウ 総合計画に関係する施策・事務事業とそれ以外
との差別化 

エ 施策や事務事業の不断の見直し 
※ その他 

統一的な基準による地方公会計によるコスト
情報の活用などを検討 

○政策評価制度の見直し

の方向性を「政策評価

基本方針」・「実施方針」

等に反映して政策評価

を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○退職動向を踏まえた職

員採用の実施 

○政策評価と連動した組

織機構改正の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

②目標指標や統一的な基準

による地方公会計による

コスト情報を活用した具

体的な根拠に基づく評価

の実施についての検討 

③政策の実現に向け、施策や

事務事業における不断の

見直しの徹底と関連施策

の相互連携の推進 

④スクラップ・アンド・ビル

ドの徹底による現行の組

織規模をベースとした組

織機構の見直し 

⑤評価事務の改善に向けた

重点化、効率化の推進 

     

 

  



 

 

 

-
 
1
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項   目 具体的な取組方策 年 度 計 画 

 推  進  事  項 （これまでの取組） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

民間ノウハウやＩＣＴの利活用等による業務改革      

 3.民間ノウハウの活用の推進   

 

 

①民間から事業企画や協

力・支援に関する提案の

募集や民間との協働によ

る政策企画・事業化の推

進 

・北海道と民間企業等との協働に関する提案募集事業実施要領 

【推進】 

◆取組実績 

・包括連携協定締結数 H18: 2件→H26：42件 

・タイアップ事業数  H18:14件→H26：45件 

・道業務への民間ノウハウ活用指針 

【策定】 

◆取組実績 

・H27 活用指針の策定 

○取組の推進     

②道業務への民間ノウハウ

の活用の推進 

○ノウハウ活用指針に

基づく取組の推進 

・赤れんが庁舎のリ

ニューアル構想

の検討 

・資金協力等（クラ

ウドファンディン

グや商標権等の活

用）の検討・試行 

 

 

 

 

 

   

③既民間開放業務につい

て、政策評価を通じた点

検の実施 

○政策評価による点検     

  



 

 

 

-
 
1
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項   目 具体的な取組方策 年 度 計 画 

 推  進  事  項 （これまでの取組） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

民間ノウハウやＩＣＴの利活用等による業務改革      

 4.ＩＣＴの利活用の推進 

 ①情報セキュリティの確保

に向けた取組の推進 

・情報セキュリティ基本方針 

【見直し】 

◆取組実績 

・H27 基本方針等の改正等 

北海道情報ｾｷｭﾘﾃｨ基本方針（一部改正） 

北海道情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策基準（全面改正） 

北海道情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策ガイドライン（全面改正） 

北海道情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策基準における様式に関する

細則（新規制定） 

北海道CSIRT設置要綱（新規制定） 

・情報システム全体最適化の取組方針 

【推進】 

◆取組実績 

・削減目標額(H25～H29) 1,069,950（千円） 

・H25～H27の削減額       612,182（千円） 

・オープンデータ推進に関するガイドライン 

【推進】 

◆取組実績 

・H26 カタログサイト(試行版)開設( 14データ) 

・H27 カタログサイト本格運用開始(256データ) 

・北海道電子自治体プラットフォーム構想（ＨＡＲＰ構想） 

【推進】 

◆取組実績 

・H27 北海道モデル標準のアップデート 

・クラウド導入市町村数 

 H24：58 ⇒ H27：96 

・ＩＣＴ活用に関する庁内検討チーム 

【新規】 

○制度の運用 

○運用実態に応じた見

直し・改善 

○職員の情報セキュリ

ティ意識の向上に向

けた取組の推進 

    

②情報システムの最適化に

向けた取組の推進 

○最適化に向けた取組

の推進 

    

③行政情報のオープンデー

タ化と民間等による利活

用の促進 

○掲載データの充実（デ

ータの追加や二次利

用が容易なファイル

形式での掲載） 

    

④道内自治体クラウドの拡

大に向けた取組の推進 

○取組の推進 

・自治体向けＰＲの

実施 

・北海道モデル標準

のアップデート 

    

⑤ＩＣＴを活用した業務の

効率化と情報共有の推進 

○庁内検討チームでの

検討 

・タブレット端末の

試行導入 

・ペーパーレス会議の

実施に向けた検討 

○「地域をつなげるネッ

トワーク」の運用 
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項   目 具体的な取組方策 年 度 計 画 

 推  進  事  項 （これまでの取組） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

民間ノウハウやＩＣＴの利活用等による業務改革      

 5.業務の進め方の見直し 

 ①職員からの業務改善提案

制度の構築 

・業務の改善に係る職員提案募集要綱 

【策定】 

・事務改善に関するガイドライン 

【見直し】 

◆取組実績 

・H27 事務改善ガイドライン取組事例集の作成  

・第３期道の事務・事業に関する実行計画 

【見直し】 

◆取組実績 

・温室効果ガス排出量削減目標 

H27にH21排出量の11％削減 

・H26実績：10.6％削減 

・H27 第４期道の事務・事業に関する実行計画の策

定 

・附属機関等の設置及び運営に関する基準について 

【見直し】 

◆取組実績 

・附属機関数 H21: 90 ⇒ H27:110 

・委員会等数 H21:158 ⇒ H27:105 

・その他協議会等数 H21:1421 ⇒ H27:1414 

・H27 附属機関等の設置及び運営に関する基準の改

正 

・政策検討会議開催要綱、庁議開催要綱 

【推進】 

◆取組実績 

・H27 政策検討会議、庁議及び本部員会議等の庁内

会議の見直し 

41の本部員会議→廃止22、当面存続13、存続6 

○提案募集制度の構築 

○制度の運用 

 

 

○提案に基づ

く業務改善

の実践 

○改善実践事

例の顕彰 

   

②業務改善運動の推進によ

る改革意識の醸成 

○業務改善ガイドライン

の策定 

○ガイドラインに基づく

取組の推進 

    

③常設の必要がない委員会

等の廃止や非常設化の徹

底 

○改正後の基準に基づく

委員会等の設置の見直

し 

○附属機関等

の設置状況

等の確認 

   

④本部員会議等の廃止・統

合の徹底 

○当面存続することとさ

れた本部等の庁議への

統合の推進 

○効果的・機動的な意思

決定に向けた政策検討

会議及び庁議の活用の

推進 
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項   目 具体的な取組方策 年 度 計 画 

 推  進  事  項 （これまでの取組） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

行政コスト・ストックの情報公開と最適化に向けた業務改革      

 6.新たな地方公会計の整備促進 

 ①平成２９年度までに統一

的な基準による地方公会

計を整備し、固定資産台

帳を含む財務書類の公開

と予算編成等への活用の

検討 

・統一的な基準による地方公会計の導入に関するプロジェク

トチーム 

【推進】 

◆取組実績 

 ・H27 プロジェクトチームの設置 

 ・H27 基本方針、ロードマップの決定 

・固定資産台帳整備ワーキンググループ 

【推進】 

◆取組実績 

・H27 固定資産台帳ワーキンググループの設置 

○財務書類作成手順の検

討及びマニュアル化 

○活用方策の検討 

 

 

○開始時固定資産台帳の

整備 

○財務書類の

公開 

○予算編成等

への活用の

検討 

○固定資産の

増減情報を

台帳に反映 

   

7.公共・公用施設の適切な管理 

 ①ストックマネジメント

（長寿命化、既存施設の

活用など）やコスト縮減、

未利用・低利用資産の有

効活用に向けた取組の徹

底 

・北海道インフラ長寿命化計画 

【推進】 

◆取組実績 

    ・H27 計画の策定 

・北海道ファシリティマネジメント推進方針 

【策定】 

◆取組実績 

   ・H27 推進方針の策定 

○施設の点検・診断 

○点検・診断を踏まえた

個別計画の策定 

○関係部局の取組状況の

把握、情報共有及び課

題の整理 

○ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進方

針に基づく取組の推進 

○未利用・低利用資産の

多角的な活用の検討 

・移住や企業誘致施策

と連携した活用等

の検討 

○庁舎の移転・集約 

 

 

   



 

 

 

-
 
2
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項   目 具体的な取組方策 年 度 計 画 

 推  進  事  項 （これまでの取組） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

行政コスト・ストックの情報公開と最適化に向けた業務改革      

 8.公営企業等の経営基盤の強化 

 ①下水道事業について、平

成３２年度から公営企業

会計へ移行 

・公共下水道条例 

【見直し】 

・流域下水道条例 

【見直し】 

◆取組実績 

・H27 移行作業の検討 

（移行スケジュール・作業体制の検討等） 

・実施箇所 

公共下水道（石狩湾新港地域） 

流域下水道（石狩川、函館湾、十勝川） 

○地方公営企業法適用に

向けた基礎調査 

○固定資産調

査 

 

 

 

○会計システ

ム構築 

 

 

 

 

 

○条例整備等 

 

○企業会計方

式による事

務処理開始 

②病院事業について、安定

的で自律可能な経営体制

の確立に向けた経営全般

の見直しの実施 

・新・北海道病院事業改革プラン 

【見直し】 

◆取組実績 

・患者数 

 H25 目標 入院229,585人、外来281,332人 

H25 実績 入院206,988人、外来268,425人 

 H26 目標 入院219,000人、外来280,600人 

H26 実績 入院191,071人、外来259,542人 

・H26 苫小牧病院の廃止 

○新・北海道病院事業 

改革プラン（改定版）

（仮称）の策定 

〇地方公営企業法の全部

適用への移行に向けた

準備作業 

 

○Ｈ２７外部監査の結果

への対応 

〇プランに基

づく取組の

推進 

○地方公営企

業法の全部

適用による

運営 
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項   目 具体的な取組方策 年 度 計 画 

 推  進  事  項 （これまでの取組） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

行政コスト・ストックの情報公開と最適化に向けた業務改革      

 8.公営企業等の経営基盤の強化 

 ③土地開発公社について、

経営健全化を推進 

・北海道土地開発公社の事業運営及び長期保有地処分の方策

【推進】 

◆取組実績 

【公社の事業運営】 

・人件費削減▲28,425千円（H22→H26） 

・事務的経費削減▲6,418千円（H22→H26） 

・H26から2年間、札幌・函館建設管理部の 

用地取得業務を委託拡大（試行） 

【長期保有地の処分】 

・道単独事業用地 

 H23～27 処分0.2ha 貸付4.0ha 

・公社自主事業用地 

 H23～27 処分0.8ha 長期賃貸3.2ha 

短期貸付18.5ha 

○公社の事業運営 

・効率的な事業運営の

実施 

・事業収益の確保 

・建設管理部からの

委託拡大 

・鉄道運輸機構から

の委託 

○長期保有地の処分 

（道単独事業用地） 

・国への早期買取要請 

・幅広い処分方法の検

討 

（公社自主事業用地） 

・効果的な企業誘致活

動の実施 

・賃貸事業の促進 

○Ｈ２７外部監査の結果

への対応 
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項   目 具体的な取組方策 年 度 計 画 

 推  進  事  項 （これまでの取組） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

行政コスト・ストックの情報公開と最適化に向けた業務改革      

 8.公営企業等の経営基盤の強化 

 ④住宅供給公社について、

経営健全化を推進 

・北海道住宅供給公社事業計画 

【推進】（必要に応じ見直し） 

◆取組実績 

【事業内容】 

・分譲資産の処分 

～H26 11,093千円 

・割賦債権、賃貸資産の管理 

  賃貸住宅入居率 H26 98% 

・借入金返済状況（道への返済） 

H16～H25  28,212百万円（11,400百万円） 

H26       886百万円（   105百万円） 

H27     956百万円（    55百万円） 

【公社への指導監督】 

・公社経営会議への参加 

・運営監理委員会の開催（年３回） 等 

○公社の事業運営 

・効果的な分譲資産の

処分 

・賃貸住宅の高入居率

の維持 

・割賦債権の適切な管

理、回収 

・破綻更生債権の精査 

・借入金の着実な返済 

○公社への指導監督 

・公社経営会議や各ﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄへの参加 

・公社運営監理委員会

に部会を設置するな

ど指導監督を強化 

○Ｈ２７外部監査の結果

への対応 

    

⑤工業用水道事業につい

て、未処理欠損金の低減

に向けた取組を推進 

・工業用水道事業未稼動資産等整理経営健全化計画  

（H18～H26（国の指定）） 

【推進】 

◆取組実績 

    ・未稼動資産等整理 H18  

・収益的収支 H11～H22赤字 ⇒ H23～H26黒字 

    ・未処理欠損金 H18 359億円 ⇒ H26 157億円 

・工業用水道事業経営健全化計画（H27～H31（道任意）） 

【推進】 

◆取組実績 

・H27の計画値 

     純利益 91百万円（見込み） 

     未処理欠損金 138億円（見込み）  

○計画期間中全ての年度

で純利益を計上し未処

理欠損金の低減を図る

取組の推進 

 

  

 

 

 

○次期計画の

策定に向け

た検討 
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項   目 具体的な取組方策 年 度 計 画 

 推  進  事  項 （これまでの取組） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

行政コスト・ストックの情報公開と最適化に向けた業務改革      

 9.債権管理の適正化 

 ①収入未済金に係る債権の

管理事務の点検結果及び

北海道監査委員による行

政監査報告を踏まえて、

債権管理の適正化を徹底 

・関連する債権管理マニュアル 

【見直し】 

・収入確保の取組に関する検討チーム 

【推進】 

◆取組実績 

・H18 検討チームの設置 

・H18～ 取組状況の情報共有等、研修会の実施 

〇マニュアルの見直し 

〇マニュアルに基づく適

正な債権管理 

○関係部局の取組状況の

把握、情報共有及び改

善状況の点検 

○財務に関する相談対

応・研修の実施 

    


